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◎外務省改革 （約 億円）471

（主要な案件）

○危機管理体制、在外公館警備、情報収集力の強化 （約７４億円）

在外公館警備強化特別対策費 ３０億９千８百万円

○ＩＴ化の推進 （約１６７億円）

統合情報通信システム関係経費 １４億７千９百万円

行政の情報化（電子政府）関係経費 ３８億９千６百万円

ホームページ関係経費 ４億７千４百万円

領事業務総合ＯＡ化システムの構築 ２億５百万円

○広報・広聴体制の再構築 （約１３億円）

情報公開・広報の推進 １０億５千６百万円

の開催と広聴室の設置 ４千５百万円タウン・ミーティング

○領事サービスの改善・拡充 （約３３億円）

休館時の緊急電話対応業務の委託 １億７千百万円

○ＯＤＡの戦略性、透明性・効率性の向上 （約６９億円）

プロジェクト形成発掘関連 ３２億円

評価（外務省、ＪＩＣＡ）の拡充 ３３億３千万円

〇国民参加のＯＤＡ実施 （約５３億円）

帰国協力隊員の人的資源の活用及び支援 １８億９千２百万円

開発教育支援の実施 ２億３千３百万円

国際開発高等教育機構を通じた人材育成 ８億６百万円

国際協力人材開発センターの立ち上げ １億６千４百万円

○ＮＧＯとの関係強化 （約６１億円）

日本ＮＧＯ支援無償の倍増 ４０億円

草の根技術協力の拡充 １３億７千２百万円

ＮＧＯ調査・支援費 ２億６千６百万円

ＮＧＯ活動環境整備の一層の推進 ４億８百万円




